
22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅰ　一般の課税方式
　株式等の譲渡所得につい
ては，次のⅡによる分離課
税，土地，建物等の譲渡所
得については，Ⅲによる分
離課税

イ　長期譲渡所得…… （保有期間５年を超える資産の譲渡による所得）

ロ　短期譲渡所得…… （保有期間５年以下の資産の譲渡による所得）

　（注）１　取得費は，その資産の取得に要した費用，設備費及び改良費の合計額をいう。
　　　　２�　昭和27年12月31日以前に取得した資産の取得費は，昭和28年１月１日におけ

る相続税評価額を基礎として計算する。
　　　　３�　個人に対する贈与，相続等により取得した資産は，受贈者又は相続人等が引

き続き所有していたものとみなす。
　　　　４�　国外転出（国内に住所及び居所を有しないこととなることをいう。以下同

じ。）をする居住者が，所得税法に規定する有価証券若しくは匿名組合契約の
出資の持分（以下「有価証券等」という。）又は決済をしていないデリバティ
ブ取引，信用取引若しくは発行日取引（以下「未決済デリバティブ取引等」と
いう。）を有する場合には，当該国外転出の時に，次に掲げる場合の区分に応
じそれぞれ次に定める金額により当該有価証券等の譲渡又は当該未決済デリバ
ティブ取引等の決済をしたものとみなして，事業所得の金額，譲渡所得の金額
又は雑所得の金額を計算する。

　　　　　イ�　当該国外転出の日の属する年分の確定申告書の提出時までに納税管理人の
届出をした場合　当該国外転出の時における当該有価証券等の価額に相当す
る金額又は当該未決済デリバティブ取引等の決済に係る利益の額若しくは損
失の額

　　　　　ロ�　上記イに掲げる場合以外の場合　当該国外転出の予定日の３月前の日にお
ける当該有価証券等の価額に相当する金額又は当該未決済デリバティブ取引
等の決済に係る利益の額若しくは損失の額

　　　　　なお，本特例は，次のイ及びロに掲げる要件を満たす居住者について，適用。
　　　　　イ　上記のイ又はロに定める金額の合計額が１億円以上である者
　　　　　ロ�　国外転出の日前10年以内に，国内に住所又は居所を有していた期間の合計

が５年超である者
　　　　　（注�）上記の「国内に住所又は居所を有していた期間」には，出入国管理及び

難民認定法別表第一の在留資格をもって在留していた期間を除く。

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例

　一般株式等に係る譲渡所得及び上場株式等に係る譲渡所得は，15％の税率による申告分
離課税。

イ　特定管理株式等が価値を失った場合の課税の特例
　�　特定口座で管理されていた株式若しくは公社債で上場株式等に該当しないこととなっ

た日以後引き続き保管の委託若しくは振替口座簿への記載若しくは記録がされているも
の（特定管理株式等），特定管理株式等であった株式で，平成21年１月５日に特定管理
口座から払い出されたもののうちその払出しの後売買がされなかったもの（特定保有株
式）又は特定口座内公社債について，清算結了等により株式又は公社債としての価値を
失ったことによる損失が生じた場合には，当該損失を上場株式等の譲渡損失とみなす。

ロ　上場株式等の譲渡損失と上場株式等の配当所得等との間の損益通算の特例
　�　平成21年分以後の各年分の上場株式等の譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額

があるときは，当該損失の金額を上場株式等の配当所得等の金額（申告分離課税を選択
したものに限る。）から控除することができる。

ハ　上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除
　�　平成15年１月１日以後に，上場株式等の譲渡による所得の金額の計算上生じた損失の

金額のうち，その年の他の上場株式等の譲渡所得等の金額から控除しきれない金額につ
いては，翌年以後３年間にわたり，各年分の上場株式等に係る譲渡所得等の金額及び上
場株式等に係る配当所得等の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）から繰越控
除することができる。

（１）　個人の場合
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

ニ　特定口座内保管上場株式等の譲渡に係る所得計算及び申告不要の特例
　㋑�　金融商品取引業者等に設定した特定口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録がさ

れ，又は特定口座に保管の委託がされている上場株式等又は当該特定口座において処
理された信用取引等に係る上場株式等の譲渡による所得の金額については，他の株式
等の譲渡による所得と区分して，これらの金額を計算する。

　㋺�　特定口座源泉徴収選択届出書の提出がされた特定口座（源泉徴収選択口座）におい
て発生した源泉徴収選択口座内調整所得金額について，15％の税率による所得税の源
泉徴収又は還付を行う。

　㋩�　上記㋺の適用を受けた者のその年分の所得税については，当該特定口座内上場株式
等の譲渡に係る譲渡所得等の金額を除外して確定申告を行うことができる。

ホ　源泉徴収選択口座内配当等に係る所得計算及び源泉徴収等の特例
　㋑�　平成22年１月１日以後に，金融商品取引業者等の営業所を通じて上場株式等の配当

等の支払を受ける場合に，その金融商品取引業者等の営業所に源泉徴収選択口座を開
設しているときは，その金融商品取引業者等に届出書を提出することにより，上場株
式等の配当等を源泉徴収選択口座に受け入れることができる。

　㋺�　上記㋑により源泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等の配当等（以下「源泉徴収
選択口座内配当等」という。）に対する源泉徴収税額を計算する場合に，その源泉徴
収選択口座内における上場株式等の譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額があ
るときは，源泉徴収選択口座内配当等の額から上場株式等の譲渡損失の金額を控除し
た金額に対して源泉徴収を行う。

　（平成30年度改正）
　�　集団投資信託の信託財産について納付された外国所得税については，支払の取扱者
（証券会社）がファンドの収益分配金を交付する場合にも，ファンドが収益を分配する
場合と同様にその収益の分配に係る源泉徴収税額から控除することにより二重課税調整
を可能とする。

　�　また，投資家が申告する場合に，上記の源泉徴収時の二重課税調整を適切に精算する
仕組み（税額控除制度）を措置する。

　（注�）上記の改正は，令和２年（2020年）１月１日以後に支払われる上場株式等の配当
等について適用する。

　（令和元年度改正）
　�　平成30年度税制改正で措置した投資信託の二重課税調整について，円滑な施行に向け

た措置を講ずる。
ヘ　非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税制度
　㋑　非課税上場株式等管理契約に係る非課税措置（ＮＩＳＡ）
　　イ�　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を開設している居住者等が，当該非課

税口座に非課税管理勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日から５年を経過
する日までの間に支払を受けるべき非課税口座内上場株式等の配当等（当該金融商
品取引業者等がその配当等の支払の取扱者であるものに限る。）については，所得
税を課さない。

　　ロ�　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を開設している居住者等が，非課税口
座に非課税管理勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日から５年を経過する
日までの間に，当該非課税管理勘定に係る非課税口座内上場株式等の非課税上場株
式等管理資契約に基づく譲渡をした場合には，その譲渡による譲渡所得等について
は，所得税を課さない。また，非課税口座内上場株式等の譲渡による損失金額は，
ないものとみなす。

　　ハ�　非課税上場株式等管理契約とは，上記イ及びロの非課税の適用を受けるために居
住者等（その年１月１日において満20歳以上である者に限る。）が締結した上場株
式等の振替口座簿への記載等に係る契約で，その契約書において次に掲げる事項が
定められているものをいう。

　　　１　上場株式等の振替口座簿への記載等は，非課税管理勘定において行うこと。
　　　２　当該非課税管理勘定においては，次に掲げる上場株式等のみを受け入れること。
　　　　①�　当該非課税口座を開設された金融商品取引業者等を通じて新たに取得した上

場株式等又は当該非課税口座に係る他の年分の非課税管理勘定から一定の手続
の下で移管がされる上場株式等（②の上場株式等を除く。）で，非課税口座に
非課税管理勘定が設けられた日から同日の属する年の12月31日までの間に受け
入れた上場株式等の取得対価の額の合計額が120万円（平成27年分非課税管理
勘定まで：100万円）（②の上場株式等がある場合にはその移管日における時価
を控除した金額）を超えないもの

　　　　②�　当該非課税口座に係る他の年分の非課税管理勘定から当該他の年分の非課税
管理勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５年を経過する日に一定の
手続きの下で移管がされる上場株式等
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

　　　３　その他一定の事項
　　ニ�　非課税管理勘定とは，非課税口座に記載若しくは記録又は保管の委託がされる上

場株式等につき，当該記載若しくは記録又は保管の委託に関する記録を他の取引に
関する記録と区分して行うための勘定で，平成26年（2014年）から令和５年（2023
年）までの各年に設けられるものをいう。

　　ホ�　金融商品取引業者等の営業所に開設されている未成年者口座の非課税管理勘定に
おいて管理されていた上場株式等は，同一の金融商品取引業者等の営業所に開設さ
れている非課税口座の非課税管理勘定に移管できる（平成28年分以後に設けられる
非課税管理勘定について適用）。

　　ヘ�　居住者等が平成29年（2017年）から令和５年（2023年）までの各年（その年１月
１日においてその居住者等が20歳である年に限る。）の１月１日において未成年者
口座を開設している場合には，同日において，その未成年者口座が開設されている
金融商品取引業者等の営業所の長と非課税上場株式等管理資契約を締結したものと
みなして，その居住者等の非課税口座が開設される。

　㋺　非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみたてＮＩＳＡ）
　　（非課税上場株式等管理契約に係る非課税措置と選択適用）
　　イ�　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を開設している居住者等が，当該非課

税口座に累積投資勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日以後20年を経過す
る日までの間に支払を受けるべき当該累積投資勘定に係る公社債投資信託以外の証
券投資信託（その受益権が金融商品取引所に上場等がされているもの又はその設定
に係る受益権の募集が一定の公募により行われたものに限る。以下「公募等株式投
資信託」という。）の配当等（当該金融商品取引業者等がその配当等の支払の取扱
者であるものに限る。）については，所得税を課さない。

　　ロ�　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を開設している居住者等が，当該非課
税口座に累積投資勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日以後20年を経過す
る日までの間に，当該累積投資勘定に係る公募等株式投資信託の受益権の非課税累
積投資契約に基づく譲渡をした場合には，その譲渡による譲渡所得等については，
所得税を課さない。また，当該公募等株式投資信託の受益権の譲渡による損失金額
は，所得税に関する法令の規定の適用上，ないものとみなす。

　　ハ�　非課税累積投資契約とは，上記イ及びロの非課税の適用を受けるために居住者等
が金融商品取引業者等と締結した累積投資契約（当該居住者等が，一定額の公募等
株式投資信託の受益権につき，定期的に継続して，当該金融商品取引業者等に買付
けの委託等をすることを約する契約で，あらかじめその買付けの委託等をする受益
権の銘柄が定められているものをいう。）により取得した公募等株式投資信託の受
益権の振替口座簿への記載等に係る契約で，その契約書において，次に掲げる事項
が定められているものをいう。

　　　１�　公募等株式投資信託の受益権の振替口座簿への記載等は，累積投資勘定におい
て行うこと。

　　　２�　当該累積投資勘定においては，その居住者等の公募等株式投資信託の受益権
（当該受益権を定期的に継続して取得することにより個人の財産形成が促進され
るものとして一定の要件を満たすものに限る。）のうち，累積投資勘定が設けら
れた日から同日の属する年の12月31日までの期間（以下「受入期間」という。）
内に当該金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得をした当該受益権

（当該受入期間内の取得対価の額の合計額が40万円を超えないものに限る。）及び
一定の公募等株式投資信託の受益権のみを受け入れること。

　　　３�　当該金融商品取引業者等は，初めて累積投資勘定を設けた日から10年を経過し
た日及び同日の翌日以後５年を経過した日ごとの日における当該居住者等の住所
その他の一定の事項を確認することとされていること。

　　　４　その他一定の事項
　　ニ�　累積投資勘定とは，非課税累積投資契約に基づき振替口座簿への記載等がされる

公募等株式投資信託の受益権の振替口座簿への記載等に関する記録を他の取引に関
する記録と区分して行うための勘定で，次に掲げる要件を満たすものをいう。

　　　１�　当該勘定は，居住者等から提出を受けた非課税適用確認書，勘定廃止通知書又
は非課税口座廃止通知書に記載された累積投資勘定に係る勘定設定期間（平成30
年（2018年）１月１日から令和19年（2037年）12月31日までの期間をいう。以下
同じ。）内の各年においてのみ設けられること。

　　　２�　当該勘定は，非課税適用確認書が年の中途において提出された場合等を除き，
その累積投資勘定に係る勘定設定期間内の各年の１月１日において設けられるこ
と。
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

　（令和元年度改正）
　・�　非課税口座を開設している居住者等が一時的な出国により居住者等に該当しないこ

ととなる場合の特例措置を次のとおり講ずる。
　　イ�　当該居住者等がその出国の日の前日までに当該非課税口座が開設されている金融

商品取引業者等の営業所の長に，その者に係る給与等の支払をする者からの転任の
命令その他これに準ずるやむを得ない事由に基因して出国をする旨等の事項を記載
した継続適用届出書の提出をしたときは，その出国の時から，その者が当該金融商
品取引業者等の営業所の長に，帰国をした年月日等の事項を記載した帰国届出書の
提出をする日と当該継続適用届出書の提出をした日から起算して５年を経過する日
の属する年の12月31日とのいずれか早い日までの間は，その者を居住者等に該当す
る者とみなして，本措置を引き続き適用する。この場合において，当該帰国届出書
の提出をする日までは，当該非課税口座に設けられた非課税管理勘定又は累積投資
勘定に上場株式等を受け入れることができないこととする。

　　ロ�　継続適用届出書の提出をした者が当該提出をした日から起算して５年を経過する
日の属する年の12月31日までに当該金融商品取引業者等の営業所の長に帰国届出書
の提出をしなかった場合には，同日においてその者が当該金融商品取引業者等の営
業所の長に非課税口座廃止届出書を提出したものとみなす。

　　ハ�　その出国につき，国外転出をする場合の譲渡所得等の特例の対象となる者は，継
続適用届出書の提出をすることができないこととする。

　・�　居住者等が非課税口座を開設することができる年齢要件をその年１月１日において
18歳以上（現行：20歳以上）に引き下げる。

　（注�）上記の改正は，令和５年（2023年）１月１日以後に設けられる非課税口座につい
て適用する。

　・�　次に掲げる書類の提出に代えて行う電磁的方法による当該書類に記載すべき事項を
記録した電磁的記録の提供の際に行うこととされている本人確認の方法について，そ
の者の氏名，生年月日及び住所の記載のある住所等確認書類を提示する方法を加える。

　　イ　特定口座以外の他の保管口座への非課税口座内上場株式等移管依頼書
　　ロ　非課税口座内上場株式等移管依頼書
　　ハ　未成年者口座非課税口座間移管依頼書
　・�　非課税口座を開設している居住者等は，当該非課税口座にその年に設けられている

勘定を変更しようとする場合には，当該非課税口座が開設されている金融商品取引業
者等の営業所の長に対し，非課税口座異動届出書の提出ができることとする。この場
合において，当該非課税口座異動届出書を提出する日以前に当該勘定に既に上場株式
等の受入れをしているときは，当該金融商品取引業者等の営業所の長は，当該非課税
口座異動届出書を受理することができないこととする。

ト�　未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税制度（ジュ
ニアＮＩＳＡ）

　㋑�　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座を開設している居住者等が，次の未成
年者口座内上場株式等の区分に応じそれぞれ次に定める期間（下記㋺において「非課
税期間」という。）内に支払を受けるべき未成年者口座内上場株式等の配当等（その
金融商品取引業者等が国内における支払の取扱者であるものに限る。）については，
所得税を課さない。

　　イ�　非課税管理勘定に係る未成年者口座内上場株式等……その未成年者口座にその非課
税管理勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日以後５年を経過する日までの間

　　ロ�　継続管理勘定に係る未成年者口座内上場株式等……その未成年者口座にその継続
管理勘定を設けた日からその未成年者口座を開設した者がその年１月１日において
20歳である年の前年12月31日までの間

　㋺�　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座を開設している居住者等が，非課税期
間内に，その未成年者口座内上場株式等のその未成年者口座管理契約に基づく譲渡を
した場合には，その譲渡による譲渡所得等については，所得税を課さない。また，当
該未成年者口座内上場株式等の譲渡による損失金額は，所得税に関する法令の規定の
適用上，ないものとみなす。

　㋩�　非課税管理勘定は，平成28年（2016年）から令和５年（2023年）までの各年（その
未成年者口座を開設している者が，その年１月１日において20歳未満である年及び出
生した日の属する年に限る。）に設けることができることとし，各年分の非課税管理
勘定においては，次に掲げる上場株式等を受け入れることができることとする。

　　イ�　当該非課税口座を開設された金融商品取引業者等を通じて新たに取得した上場株
式等又は当該非課税口座に係る他の年分の非課税管理勘定から一定の手続の下で移
管がされる上場株式等（ロの上場株式等を除く。）で，非課税口座に非課税管理勘
定が設けられた日から同日の属する年の12月31日までの間に受け入れた上場株式等
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

　　　�の取得対価の額の合計額が80万円（ロの上場株式等がある場合にはその移管日にお
ける時価を控除した金額）を超えないもの

　　ロ�　当該非課税口座に係る他の年分の非課税管理勘定から当該他の年分の非課税管理
勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５年を経過する日に一定の手続きの
下で移管がされる上場株式等

　㋥�　継続管理勘定は，令和６年（2024年）から令和10年（2028年）までの各年（その未
成年者口座を開設している者がその年１月１日において20歳未満である年に限る。）
に設けることができることとし，毎年80万円を上限に，同一の未成年者口座の非課税
管理勘定から移管される上場株式等を受け入れることができる。

　㋭�　「未成年者口座」とは，居住者等（その年１月１日において20歳未満である者及び
その年に出生した者に限る。）が，金融商品取引業者等の営業所の長に対し，本特例
の適用を受ける旨その他一定の事項を記載した未成年者口座開設届出書に未成年者非
課税適用確認書又は未成年者口座廃止通知書を添付して提出することにより平成28年

（2016年）から令和５年（2023年）までの間に開設した口座（１人につき１口座に限
る。）をいう。

　㋬�　未成年者口座で管理されている上場株式等につき支払を受ける配当等及びその上場
株式等を譲渡した場合におけるその譲渡の対価に係る金銭その他の資産については，
一定のものを除き，課税未成年者口座において管理されなければならない。

　㋣�　未成年者口座を開設した居住者等は，その未成年者口座を開設した日からその居住
者等がその年３月31日において18歳である年（以下「基準年」という。）の前年12月
31日までの間は，その未成年者口座内の上場株式等を課税未成年者口座以外の口座に
移管等をすることはできない。ただし，その居住者等が，災害，疾病その他のやむを
得ない事由（以下「災害等事由」という。）に基因してその未成年者口座及び課税未
成年者口座内の上場株式等及び預貯金等の全てを払い出す場合は，この限りでない。

　㋠�　「課税未成年者口座」とは，居住者等が未成年者口座を開設している金融商品取引
業者等の営業所又はその金融商品取引業者等の関連会社の営業所に開設した特定口
座，預貯金口座又は預り金の管理口座をいう。

　㋷�　課税未成年者口座内の上場株式等及び預貯金等は，その課税未成年者口座を開設し
た居住者等の基準年の前年12月31日までは，その課税未成年者口座から払い出すこと
はできない。ただし，その預貯金等を未成年者口座若しくは課税未成年者口座におけ
る上場株式等の取得のために払い出す場合，又は当該居住者等の災害等事由に基因し
てその課税未成年者口座及び未成年者口座内の上場株式等及び預貯金等の全てを払い
出す場合は，この限りでない。

　（令和元年度改正）
　　・�　居住者等が未成年者口座の開設並びに非課税管理勘定及び継続管理勘定の設定を

することができる年齢要件をその年１月１日において18歳未満（現行：20歳未満）
に引き下げる。

　（注�）上記の改正は，令和５年（2023年）１月１日以後に設けられる未成年者口座等に
ついて適用する。

　　・�　次に掲げる書類の提出に代えて行う電磁的方法による当該書類に記載すべき事項
を記録した電磁的記録の提供の際に行うこととされている本人確認の方法につい
て，その者の氏名，生年月日及び住所の記載のある住所等確認書類を提示する方法
を加える。

　　イ　未成年者口座内上場株式等移管依頼書
　　ロ　特定口座以外の他の保管口座への未成年者口座内上場株式等移管依頼書
チ　特定中小会社が発行した株式に係る課税の特例
　㋑�　特定中小会社に投資した場合，その投資額を同一年分の株式譲渡益から控除でき

る。なお，この特例の適用を受けた株式の取得価額は，その取得に要した額からこの
特例の適用を受けた金額を差し引いた額となる。

　㋺�　上場等の日の前日までの期間（適用期間）内に株式を譲渡したことにより生じた損
失の金額のうち，その年の上場株式等の譲渡所得等の金額から控除しきれない金額に
ついては，翌年以後３年間にわたり，一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株
式等に係る譲渡所得等の金額から繰越控除することができる。また，適用期間内に株
式を発行した株式会社が解散してその清算が結了し，又は破産手続開始の決定を受け
たことにより，その株式が株式としての価値を失った場合には，損失額を株式の譲渡
をしたことにより生じた損失の金額とみなして上記繰越控除の適用が受けられる。

　　�　なお，平成28年１月１日以後は，本特例により控除することができる株式の取得に
要した金額及び特定株式等の譲渡損失の金額は，特定公社債等及び上場株式等に係る
譲渡所得等並びに一般公社債等及び非上場株式等に係る譲渡所得等から控除できるこ
ととされている。
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅱ�　株式等に係る譲渡所得の分
離課税の特例（続）

　（令和元年度改正）
　　・�　本特例の適用対象となる特定株式の範囲から，内国法人のうち認可金融商品取引

業協会の規則においてその事業の成長発展が見込まれるものとして指定を受けてい
る株式を発行する等の要件を満たす株式会社により発行される株式を除外すること
とする。

　　・�　本特例の適用対象となる沖縄振興特別措置法の指定会社に係る同法の規定に基づ
く指定期限を２年延長することとする（特定新規中小会社が発行した株式を取得し
た場合の課税の特例（下記）についても，同様とする。）。

　（参考）特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例
　　　　�　特定新規中小会社（設立３年未満の一定の特定中小会社等）により発行される

特定新規株式を払込みにより取得をした場合に，その特定新規株式の取得に要し
た金額（1, 000万円を限度）について，寄附金控除を適用することができる。

　　　　�　なお，この特例の適用を受けた株式の取得価額は，その取得に要した額からこ
の特例の適用を受けた金額を差し引いた額となる。

Ⅲ�　土地，建物等に係る譲渡所
得の分離課税の特例

　⑴　長期譲渡所得の分離課税
　　①　通常の譲渡の場合
　　（②及び③の場合を除く）

　その年の１月１日において所有期間が５年を超える土地，建物等に係る譲渡所得は，次
の税率による分離課税
　譲渡益×15％
（注）１�　昭和27年12月31日以前から所有していた土地，建物等の取得費は，原則として

収入金額の５％相当額とする。（概算取得費控除）
　　　２�　土地，建物等に係る譲渡所得については，他の所得との損益通算は認められな

い。
　　　　�　ただし，所有期間５年超の居住用財産の譲渡による損失が生じた場合の損益通

算の特例あり。

　　②�　優良住宅地の造成等の
ために土地等を譲渡した
場合

　昭和62年10月１日から令和元年（2019年）12月31日までの間に，その年１月１日におい
て所有期間が５年を超える土地等を譲渡した場合にその譲渡が優良住宅地等のための譲渡
に該当するときは，その該当する譲渡については，次により課税
　イ　譲渡益　　　2, 000万円以下の部分　10％
　ロ　譲渡益　　　2, 000万円超の部分　　15％

　「優良住宅地等のための譲渡」とは次に掲げるものをいう。
　イ　国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡
　ロ�　独立行政法人都市再生機構，土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成の用に供

するための土地等の譲渡
　ハ�　土地開発公社に対する譲渡で，独立行政法人都市再生機構が施行する次に掲げる事

業の用に供されるもの
　　　①　被災市街地復興推進地域内において施行する被災市街地復興土地区画整理事業
　　　②　住宅被災市町村の区域内において施行する第二種市街地再開発事業
　ニ　収用交換等による土地等の譲渡
　ホ�　第一種市街地再開発事業の施行者に対する土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業

の用に供されるもの
　ヘ�　防災街区整備事業の施行者に対する土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業の用に

供されるもの
　ト�　防災再開発促進地区内における認定建替計画により，建替えを行う認定事業者に対

する土地等の譲渡で，当該土地等が当該事業の用に供されるもの
　チ�　都市再生特別措置法の認定を受けて一定の要件を満たす都市再生事業を行う者に対

する土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事業の用に供されるもの
　リ�　都市再生特別措置法に規定する認定整備事業計画に係る一定の要件を満たす都市再

生整備事業の認定整備事業者に対する土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事
業の用に供されるもの

　ヌ�　国家戦略特別区域法の認定区域計画に定められている特定事業又はその特定事業の
実施に伴い必要となる施設を整備する事業（これらの事業のうち，産業の国際競争力
の強化又は国際的な経済活動の拠点の形成に特に資するものとして一定のものに限
る。）を行う者に対する土地等の譲渡で，その譲渡に係る土地等がこれらの事業の用
に供されるもの

　ル�　マンション建替事業の用に供するための当該事業の施行者に対する一定の事由によ
る土地等の譲渡又は一定のマンション建替事業の用に供するための当該事業の施行者
に対する隣接施行敷地に係る土地等の譲渡

　ヲ�　一定のマンション敷地売却事業に伴う売渡し請求又は分配金取得計画に基づく当該
マンション敷地売却事業の実施者に対する土地等の譲渡で，当該譲渡に係る土地等が
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　　②�　優良住宅地の造成等の
ために土地等を譲渡した
場合（続）

　　当該事業の用に供されるもの
　ワ�　建築面積150㎡以上の建築物の建築をする事業（施行地区面積が500㎡以上等の要件

を満たすもの。）の用に供するための一定の地域内にある土地等の譲渡
　カ　特定の民間再開発事業の用に供するための当該事業を行う者に対する土地等の譲渡
　ヨ�　都市計画法の開発許可等を受けて行う一団の宅地の造成（一団の宅地の面積が

1, 000㎡以上（未線引都市計画区域内にあっては3, 000㎡以上，調整区域内にあっては
５ha以上）等の要件を満たすもの。）の用に供するための土地等の譲渡

　タ�　都市計画法の開発許可を受けて行われる1, 000㎡以上の住宅建設の用に供される一
団の宅地の造成の用に供するための土地等の譲渡

　レ�　都市計画区域内の宅地の造成につき開発許可を要しない場合において個人又は法人
が造成する1, 000㎡以上（三大都市圏の特定市町村の市街化区域内にあっては500㎡以
上）の一団の住宅地造成 （優良な宅地の供給に寄与するものであることにつき都道府
県知事の認可を受けたものに限る。）の用に供するための土地等の譲渡

　ソ�　都市計画区域内において行う25戸以上の一団の住宅又は15戸若しくは床面積1, 000
㎡以上の中高層耐火共同住宅（いずれも優良な住宅の供給に寄与するものであること
につき認定を受けたものに限る。）の建設の用に供するための土地等の譲渡

　ツ�　土地区画整理事業の施行地区内の土地等の譲渡で仮換地指定後３年以内に一定の住
宅又は中高層耐火共同住宅の建設の用に供するための土地等の譲渡

（注�）収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例，換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税の特例その他の課税の繰延べ措置並びに収用交換等の5, 000万
円特別控除，特定土地区画整理事業等のための2, 000万円特別控除，特定住宅地造成
事業等のための1, 500万円特別控除，農地保有合理化等のための800万円特別控除，居
住用財産の3, 000万円特別控除及び平成21・22年に取得した土地等の長期譲渡所得に
係る1, 000万円特別控除を適用した場合には，この軽減税率の特例は適用しない。

　（令和元年度改正）
　　・�　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に規定する地域福利増進事

業（特定所有者不明土地の土地使用権の取得についての都道府県知事による裁定が
された当該裁定に係る申請書に記載されたものに限る。）を実施する者に対する当
該申請書に記載された事業区域内にある次に掲げる土地等の譲渡（当該裁定後に行
われるものに限る。）で，当該譲渡に係る土地等が当該地域福利増進事業の用に供
されるものについて，本特例の対象とする。

　　　イ　確知所有者等が有する特定所有者不明土地又はその上に存する権利
　　　ロ�　権利取得計画に記載がされた土地等（一定の地域福利増進事業である場合にお

けるものを除く。）
　（注）上記の改正は，令和元年（2019年）６月１日以後の譲渡について適用する。
　　・�　福島復興再生特別措置法に規定する帰還環境整備推進法人（一定のものに限る。）

が行う帰還環境整備事業計画に記載された土地を集約化する事業の用に供される土
地等を譲渡した場合には，本特例の適用対象とする。

　　③�　所有期間10年を超える
居住用財産を譲渡した場
合

　その年の１月１日において所有期間10年を超える居住用家屋及びその敷地の譲渡（Ⅳ⑺
等の特例の適用を受けるものを除く。）をした場合の長期譲渡所得については，3, 000万円
特別控除後の譲渡益に対し次により課税
　イ　特別控除後の譲渡益　6, 000万円以下の部分　10％
　ロ　特別控除後の譲渡益　6, 000万円超の部分　　15％

　⑵　短期譲渡所得の分離課税 　その年の１月１日において所有期間５年以下の土地，建物等に係る譲渡所得は，次の税
率による分離課税
　譲渡益×30％　ただし，国等に対する譲渡については，譲渡益×15％
（注）土地，建物等に係る譲渡所得については，他の所得との損益通算は認められない。

　⑶�　不動産業者等の土地等に
係る事業所得等の分離課税

　その年１月１日において所有期間５年以下の土地等で事業所得又は雑所得の基因となる
ものの譲渡等をした場合には，その土地等の譲渡等に係る事業所得又は雑所得は，次のイ
とロとのうちいずれか多い方の税額による分離課税
　イ　土地等に係る事業所得等の金額×40％
　ロ　土地等に係る事業所得等の金額につき総合課税を行った場合の上積税額×110％
（注）平成10年１月１日から令和２年（2020年）12月31日までの間は適用しない。

Ⅳ�　土地，建物等を譲渡した場
合の特別控除及び買換え等の
特例

　⑴　収用等の場合

　その有する土地について収用等が行われた場合には，
　イ�　原則として６月以内に譲渡することを条件として，その特別控除額を5, 000万円と

し，（譲渡益－5, 000万円）について上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用
　ロ�　また，収用等のあった日から２年以内に代替資産を取得する場合には，上記イの課

税の特例か，取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ（代替資産の取得に
充てなかった部分については，上記Ⅲの分離課税（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く））かの
選択
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅳ�　土地，建物等を譲渡した場
合の特別控除及び買換え等の
特例

　⑴　収用等の場合

　ハ�　なお，土地，建物等以外の資産に係る譲渡益については，5, 000万円の特別控除後，
総合課税

　「収用等が行われた場合」とは，土地収用法等の規定に基づいて収用され，補償金を取
得する場合など一定の場合をいう。
　（令和元年度改正）
　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に規定する土地収用法の特例の規
定による収用があった場合には，上記（ｲ）の特例の適用対象とする。
（注）上記の改正は，令和元年（2019年）６月１日以後の譲渡について適用する。

　⑵�　特定土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した
場合

　その有する土地等が特定土地区画整理事業等のために買い取られる場合の特別控除額
は，2, 000万円とし，（譲渡益－2, 000万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除
く）を適用。

「特定土地区画整理事業等のために買い取られる場合」とは次に掲げる場合をいう。
　イ�　国，地方公共団体等が都市計画事業として行う土地区画整理事業，住宅街区整備事

業，第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業等のために買い取られる場合
　ロ�　都市計画法の規定に基づき，第一種市街地再開発事業の事業予定地内の土地等が，

事業計画認可前に設立された市街地再開発組合に買い取られる場合
　ハ�　都市計画法の規定に基づき，防災街区整備事業の事業予定地内の土地等が，事業計

画認可前に設立された防災街区整備事業組合に買い取られる場合
　ニ　古都保存法等に規定する買取請求に基づき地方公共団体等に買い取られる場合
　ホ�　重要文化財，史跡，名勝，天然記念物や国立公園及び国定公園の特別地域又は自然

環境保全地域の特別地区として指定された土地を国又は地方公共団体等に買い取られ
る場合

　（令和元年度改正）
　�　適用対象に，文化財保護法に規定する文化財保存活用支援団体（一定のものに限る。）

に買い取られる場合を加える。
　ヘ�　保安林等に係る土地を保安施設事業のために国又は地方公共団体に買い取られる場

合
　ト�　集団移転促進事業計画により移転促進区域内の農地等が地方公共団体に買い取られ

る場合
（注�）同一事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲

渡のうち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しな
い。

　（令和元年度改正）
　�　農業経営基盤強化促進法の改正を前提に，本特例の適用対象に，農用地利用規程の特

例に係る事項が定められた農用地利用規程に基づいて行われる農用地利用改善事業の実
施区域内にある農用地が，当該農用地の所有者の申出に基づき農地中間管理機構（一定
のものに限る。）に買い取られる場合を加える。

　⑶�　特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合

　その有する土地等が特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合の特別控除額は，
1, 500万円とし，（譲渡益－1, 500万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）
を適用。
　「特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合」とは，次に掲げる場合をいう。
　イ　地方公共団体等の行う住宅建設又は宅地造成事業のために買い取られる場合
　ロ�　収用の対償に充てられる土地等，住宅地区改良法の改良住宅建設のための改良地区

外の土地等又は公営住宅法の規定による公営住宅の買取りにより地方公共団体に買い
取られる場合

　ハ�　平成６年１月１日から令和２年（2020年）12月31日までの間に，開発許可を受けて
行われる一団の宅地造成事業（一団の土地の面積が５ha以上等の要件を満たすもの）
等のために事業者に土地等を買い取られる場合

　ニ�　「公有地の拡大の推進に関する法律」第６条第１項の協議に基づき地方公共団体等
に土地を買い取られる場合

　ホ�　地方公共団体が空港周辺整備計画に基づいて行う空港周辺の整備に関する事業のた
めに土地等を買い取られる場合

　ヘ�　沿道地区計画の区域内にある土地等が，地方公共団体等の行う沿道整備道路の沿道
の整備のための一定の事業の用に供するために，地方公共団体等に買い取られる場合

　ト�　特定防災街区整備地区又は防災街区整備地区計画の区域内の土地等が，地方公共団
体等の行う地区の防災及び安全に関する機能の向上等を図るための一定の事業の用に
供するために，地方公共団体等に買い取られる場合

　チ�　「中心市街地活性化法」の認定基本計画の区域内の土地等が，地方公共団体又は一
定の中心市街地整備推進機構の行う中心市街地の整備のための一定の事業の用に供す
るために，地方公共団体等に買い取られる場合

　リ　景観計画の区域内の土地等が，地方公共団体又は一定の景観整備機構の行う景観計
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　⑶�　特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

　　�画に定められた景観重要公共施設の整備に関する事業の用に供するために，これらの
者に買い取られる場合

　ヌ�　都市再生整備計画の区域内にある土地等が，地方公共団体又は一定の都市再生整備
推進法人の行う一定の公共施設の整備に関する事業の用に供するために買い取られる
場合

　ル�　認定歴史的風致維持向上計画における認定重点区域内にある土地等が，地方公共団
体又は一定の歴史的風致維持向上支援法人の行う公共施設又は公用施設の整備に関す
る事業の用に供するために買い取られる場合

　ヲ�　国，地方公共団体又は地方公共団体の出資に係る一定の法人が国又は都道府県の作
成した総合的な地域開発に関する計画に基づいて行う工業用地等の造成事業のために
土地等を買い取られる場合

　ワ�　「商店街活性化法」の認定計画に基づく商店街活性化事業又は認定支援計画に基づ
く商店街活性化支援事業及び「中心市街地活性化法」の中小小売商業高度化事業で一
定の要件を満たすものの用に供するために地方公共団体の出資に係る法人等に土地等
が買い取られる場合

　カ�　農業協同組合の行う宅地供給事業で一定の要件を満たすもののために農地等を譲渡
した場合又は独立行政法人中小企業基盤整備機構の他の事業者との事業の共同化若し
くは中小企業の集積の活性化のための資金融資を受けて造成する土地等で一定の要件
を満たすもののために土地等を買い取られる場合

　ヨ�　総合特別区域法に規定する共同して又は一の団地若しくは主として一の建物に集合
して行う事業の用に供する土地の造成に関する事業で，都市計画等の土地利用に関す
る国又は地方公共団体の計画に適合することその他の一定の要件に該当するものとし
て市町村長等が指定したものの用に供するために買い取られる場合

　タ�　産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備事業のために地方公共団体の出資に係る法
人等に土地等を買い取られる場合

　レ�　「広域臨海環境整備センター法」による基本計画の認可を受けて行う廃棄物の搬入
施設の整備事業の用に供するために土地等を広域臨海環境整備センターに買い取られ
る場合

　ソ　生産緑地地区内の土地を買取申出等に基づき地方公共団体等に買い取られる場合
　ツ�　「国土利用計画法」による規制区域内の土地等を地方公共団体等に買い取られる場

合
　ネ�　国，地方公共団体等が作成した地域開発保全整備計画で土地利用の調整等に関する

事項として土地利用基本計画に定められたものに係る事業の用に供するために土地等
を地方公共団体等に買い取られる場合

　ナ�　土地区画整理促進区域内，住宅街区整備促進区域内又は市街地再開発促進区域内の
買取申出に係る土地等が地方公共団体等に買取られる場合若しくは拠点業務市街地整
備土地区画整理促進区域内の買取申出に係る土地等が地方公共団体等に買取られる場
合又は被災市街地復興推進地域内にある土地等が被災市街地復興特別措置法の買取り
の申出に基づき都道府県知事等に買い取られる場合

　ラ�　土地区画整理事業の施行に伴い，既存不適格建築物の敷地として換地を定めること
が困難な場合において，申出又は同意により交付される清算金を買い取られるとき

　ム�　マンション建替事業が施行された場合において，やむを得ない事由により，土地等
に係る権利変換により補償金を取得するとき又は一定の請求により土地等が買い取ら
れる場合

　ウ�　被災市街地復興推進地域内にある土地等が，被災市街地復興土地区画整理事業に係
る換地処分により当該事業の換地計画に定められた公営住宅等の用地に供するための
保留地の対価の額に対応する土地等の部分の譲渡があった場合

　ヰ�　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に
該当するマンションの敷地の用に供されている土地等につき一定のマンション敷地売
却事業が施行された場合において，その土地等に係る分配金取得計画に基づき分配金
を取得するとき又はその土地等が売渡し請求により買い取られるとき。

　ノ�　「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」により管理地区として
指定された区域内の土地を国若しくは地方公共団体に譲渡した場合又は鳥獣保護区の
特別保護地区内の土地のうち天然記念物である鳥獣の生息地等を国若しくは地方公共
団体に買い取られる場合

　オ�　都道府県立自然公園特別区域等の一定区域内の土地を地方公共団体に買い取られる
場合

　ク�　「農業経営基盤強化促進法」の買取協議に基づき農用地区域内にある農用地が農地
利用集積円滑化団体等に買い取られる場合
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　⑶�　特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

　（令和元年度改正）　
　�　農業経営基盤強化促進法の改正を前提に，本特例の適用対象から，農用地区域内にあ

る農用地が農業経営基盤強化促進法の協議に基づき農地利用集積円滑化団体に買い取ら
れる場合を除外する。

（注�）特定住宅地造成事業等の用に供するために土地等を譲渡した場合において，同一事
業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲渡のう
ち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しない。

　（令和元年度改正）
　�　福島復興再生特別措置法に規定する帰還環境整備推進法人（一定のものに限る。）が

行う帰還環境整備事業計画に記載された特定公益的施設又は特定公共施設のうち一定の
ものを整備する事業の用に供される土地等を譲渡した場合には，本特例の適用対象とす
る。

　⑷�　農地保有の合理化等のた
めに農地等を譲渡した場合

　その有する土地等が農地保有の合理化等のために譲渡した場合の特別控除額は800万円
とし，（譲渡益－800万円）につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。
　「農地保有の合理化等のために譲渡した場合」とは，次に掲げる場合をいう。
　イ　農業振興地域内の農地等を農業委員会のあっせん等により譲渡した場合
　ロ�　農地保有の合理化に資するため，農地中間管理機構又は農地利用集積円滑化団体に

農地等を譲渡した場合
　（令和元年度改正）
　�　農業経営基盤強化促進法の改正を前提に，本特例の適用対象から，農地利用集積円滑

化団体に対して農地利用集積円滑化事業のために一定の農地等を譲渡した場合を除外す
る。

　ハ�　「農業経営基盤強化促進法」に規定する農用地利用集積計画の定めるところにより
農用地区域内の土地等を譲渡した場合

　ニ�　「特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律」
の規定に基づく所有権移転等促進計画により土地等を譲渡した場合

　ホ　工業等導入地区内の土地等を工業用地等の用に供するため譲渡した場合
　ヘ�　土地改良法による創設換地により土地等を取得しなかったことに伴い清算金を取得

した場合
　ト　森林組合等のあっせんにより林地保有合理化のために土地を譲渡した場合
　チ�　「林業経営基盤強化法」の規定による都道府県知事のあっせんにより，認定を受け

た者に山林を譲渡した場合
　リ�　「農業振興地域の整備に関する法律」の規定による交換分合で，取得すべき土地を

定めないで清算金を取得する場合
　ヌ�　「集落地域整備法」に基づく交換分合により土地等を取得しなかったことに伴い清

算金を取得した場合

　⑸�　居住用財産を譲渡した場
合等

イ�　自己の居住の用に供している土地，家屋等を譲渡（居住の用に供さなくなった年及び
以後３年以内の譲渡）した場合の特別控除額は3, 000万円とし，（譲渡益－3, 000万円）
につき上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。

（注�）3, 000万円の特別控除の適用を受けたときは，その翌年及び翌々年については3, 000
万円特別控除を適用しない。

ロ�　相続又は遺贈による被相続人居住用家屋（その相続の開始の直前において被相続人の
居住の用に供されていた家屋であって，昭和56年５月31日以前に建築されたこと，その
相続の開始の直前においてその被相続人以外に居住をしていた者がいなかったこと等の
要件を満たすものいう。）及び被相続人居住用家屋の敷地等の取得をした個人が，平成
28年４月１日から令和元年（2019年）12月31日までの間に，その被相続人居住用家屋

（耐震基準に適合していないものにあっては耐震改修工事をしたものに限り，その敷地
を含む。）又は除却後の敷地の譲渡（相続の開始日の属する年以後３年以内の譲渡）を
した場合には，居住用財産を譲渡した場合に該当するものとみなして，イの適用を受け
ることができる（空き家に係る譲渡所得の特例）。

　（令和元年度改正）
　�　空き家に係る譲渡所得の特例について，老人ホーム等に入所をしたことにより被相続

人の居住の用に供されなくなった家屋及びその家屋の敷地の用に供されていた土地等
は，次に掲げる要件その他一定の要件を満たす場合に限り，相続の開始の直前において
その被相続人の居住の用に供されていたものとして本特例を適用するほか所要の整備を
行った上，その適用期限を４年延長する。

　イ�　被相続人が介護保険法に規定する要介護認定等を受け，かつ，相続の開始の直前ま
で老人ホーム等に入所をしていたこと。

　ロ�　被相続人が老人ホーム等に入所をした時から相続の開始の直前まで，その家屋につ
いて，その者による一定の使用がなされ，かつ，事業の用，貸付けの用又はその者以
外の者の居住の用に供されていたことがないこと。
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　⑹�　平成21・22年に取得した
土地等を譲渡した場合

　平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間に土地等を取得し，５年超所有した後
に当該土地等を譲渡した場合の特別控除額は1, 000万円とし，（譲渡益－1, 000万円）につ
き上記Ⅲ⑴の特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。

　　（特別控除額の限度） 　上記の特別控除（上記Ⅳの⑴から⑹までの特別控除）は，同一人については，年間5, 000
万円を限度とする。

　⑺�　居住用財産の買換え，交
換の場合

　平成５年４月１日から令和元年（2019年）12月31日までの間に，次の要件を満たす居住
用財産を譲渡した場合
　㋑　譲渡資産の所有期間が10年超のものであること。
　㋺　譲渡に係る対価の額が１億円以下であること。
　㋩　譲渡者の居住期間が10年以上であること。
　㋥�　買換資産のうち，建物については，その床面積が50㎡以上のものであり，かつ，土

地については，その面積が500㎡以下のものであること。また，既存住宅である場合
には，築25年以内又は耐震基準に適合するもの（非耐火建築物である既存住宅につい
ては，取得期限までに耐震改修等をして適合するものを含む。）に限る。

　取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ，買換資産の取得価額に充てられなかった部分に
ついては，上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用。

　⑻�　特定の事業用資産の買換
え，交換の場合

　令和２年（2020年）12月31日（一部は平成29年３月31日）までに，土地政策又は国土政
策等に合致する買換えをした場合，すなわち，特定地域内にある事業用の土地等（所有期
間５年以下の土地等でⅢ⑶の特例の適用除外要件を満たさないものを除く。ただし，平成
10年１月１日から令和２年（2020年）３月31日までの譲渡については適用しない。）若し
くは建物等又は船舶を譲渡し，その譲渡をした日の属する年の前年から翌年末までに一定
の要件に該当する土地，建物，機械装置等又は船舶を取得して，その取得後１年以内に事
業の用に供した場合（詳細は「⑵　法人の場合」の項参照。）
　譲渡益のうち買換資産に対応する部分の80％に相当する部分については取得価額の引継
ぎによる課税の繰延べ，買換資産の取得価額に充てられなかった部分については上記Ⅲの
特例（Ⅲ⑴②の軽減税率を除く）を適用

　⑼�　既成市街地等内にある土
地等の中高層耐火建築物等
の建設のための買換え，交
換の場合

　三大都市圏の既成市街地等（これに準ずる一定の区域を含む。）内にある土地等又は建
物等を譲渡し，一定期間内にその土地等又は建物等の敷地の上に建築された中高層耐火建
築物（敷地を含む。） （一定の区域内にあっては同一区域内に建築された他の中高層の耐火
建築物を含む。）を取得して，その取得後１年以内に事業の用又は居住の用に供した場合
　譲渡収入のうち取得資産の取得価額に対応する部分については取得価額の引継ぎによる
課税の繰延べ，取得資産の取得価額を超える部分については上記Ⅲの特例（Ⅲ⑴②の軽減
税率を除く）を適用

　⑽　特定の交換分合の場合 イ�　「農業振興地域の整備に関する法律」の規定による林地等交換分合又は協定関連交換
分合により土地等を交換した場合

ロ　「集落地域整備法」の規定による交換分合により土地等を交換した場合
ハ�　農住組合の組合員が「農住組合法」の規定による交換分合により土地等を交換した場

合
　取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

　⑾�　特定普通財産とその隣接
する土地等の交換の場合

　個人が有する国有財産特別措置法の普通財産のうち一定の土地等（特定普通財産）に隣
接する土地等（所有隣接土地等）につき，その所有隣接土地等とその特定普通財産との交
換をした場合
　取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ（取得した交換差金に対応する部分を除く。）

　⑿�　平成21・22年に土地等の
先行取得をした場合

　平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間に土地等（先行取得土地等）を取得
し，本特例の適用を受ける旨の届出書を提出している場合において，取得年の12月31日後
10年以内に所有する事業用土地等を譲渡したとき
　事業用土地等の譲渡による譲渡所得の金額は，事業用土地等の譲渡利益金額から当該利
益金額の80％（当該先行取得土地等が平成22年に取得されたもののみである場合は，
60％）相当額（「繰延利益金額」）を控除した金額。ただし，80％（60％）相当額が先行取
得土地等の取得価額を超える場合には，当該取得価額を限度。あわせて先行取得土地等に
ついては，その取得価額から繰延利益金額を控除することにより課税の繰延べ

　⒀�　相続財産を相続税申告期
限後３年以内に譲渡した場
合

　相続税の対象となった資産を相続税の申告期限後３年以内に譲渡した場合
　その資産に係る相続税額をその資産の取得費に加算して譲渡所得の計算上控除すること
ができる。
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　⒁�　国等に対して財産を寄附
した場合

　国，地方公共団体又は一定の公益法人等に対して財産を寄附した場合
　非課税
　（一定の公益法人等に対する場合は，国税庁長官の承認が必要。）

　⒂�　国宝，重要文化財等を国
等に譲渡した場合

　国宝，重要文化財を国又は地方公共団体等に譲渡した場合
非課税
　（令和元年度改正）
　�　本特例の適用対象に，重要文化財を文化財保護法に規定する文化財保存活用支援団体
（一定のものに限る。）に譲渡した場合を加える。

　⒃　物納の場合 　財産を物納した場合
　非課税

　⒄�　強制換価手続等により譲
渡した場合

　資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である場合における強制換価手続等に
よる譲渡をしたとき
　非課税

　⒅�　債務処理計画に基づき経
営者が私財提供を行った場
合

　中小企業者に該当する内国法人の取締役等である個人でその内国法人の債務の保証に係
る保証債務を有するものが，その個人の保有する資産で現にその内国法人の事業の用に供
されているもの（有価証券を除く。）を，その内国法人に係る債務処理計画に基づき，平
成25年４月１日から平成31年（2019年）３月31日までの間にその内国法人に贈与した場合
には，一定の要件の下で，その贈与によるみなし譲渡課税を適用しないこととする。
　（令和元年度改正）
　�　本特例について，適用対象となる内国法人の範囲に，当該内国法人について平成28年

４月１日以後に初めて一般に公表された債務処理を行うための手続に関する準則に基づ
き債務処理計画が策定されたこと等の要件を満たすものを加えた上，その適用期限を３
年延長する。

　⒆　一般交換の場合� 　１年以上保有していた土地等一定の資産を同種の資産（相手方が１年以上保有し，か
つ，交換のために取得したもの以外の資産）と交換し，同一用途に供した場合で，かつ，
双方の価額の差額が20％以下の場合
　取得時期及び取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ

　⒇�　居住用財産の譲渡により
損失が生じた場合

イ�　平成10年１月１日から令和元年（2019年）12月31日までの間に所有期間５年超の居住
用財産（譲渡資産）の譲渡をし，かつ，一定期間内に居住用財産（買換資産）の取得を
して（年末において買換資産に係る住宅借入金の残高を有する場合に限る。），その翌年
12月31日までの間に居住の用に供した場合において，譲渡損失の金額を有する場合

　�　譲渡損失の金額について，その年及び翌年以後３年間は他の所得との損益通算及び繰
越控除が可能

ロ�　平成16年１月１日から令和元年（2019年）12月31日までの間に所有期間５年超の居住
用財産（譲渡資産）の譲渡をした場合（契約日の前日において譲渡資産に係る住宅借入
金の残高を有する場合に限る。）において，譲渡損失の金額を有する場合

　�　譲渡損失のうち，譲渡資産に係る住宅借入金の残高が譲渡価額を超える場合のその差
額を限度として，その年及び翌年以後３年間は他の所得との損益通算及び繰越控除が可
能
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